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会社の支配に関する基本方針

－ 27 －

（注1） 特定株主グループとは、以下の(i)または(ii)に掲げる者をいいます。

(i) 当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第1項に定義される

「株券等」を意味します。）の保有者（同法第27条の23第3項に基づき保有者に含

まれる者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）を含みま

す｡ ）およびその共同保有者（同法第27条の23第5項に定義される「共同保有者」

（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）を意味し、同条第6項

に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）

(ii) 当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の2第1項に定義される

「株券等」を意味します。）の買付け等（同法第27条の2第1項に定義される「買

付け等」を意味します。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の2第7項

に定義される「特別関係者」（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含み

ます。）を意味します。但し、同項第1号に掲げる者については、発行者以外の者

による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める者を除き

ます。）

（注2） 議決権割合とは、以下の(i)または(ii)をいいます。議決権割合の算定に

あたっては、発行済株式の総数及び総議決権の数（金融商品取引法第27条の2第8

項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、半期報告書及び自己株券

買付け状況報告書のうち直近に提出されたものを利用することができます。

(i) 特定株主グループが注1の(i)の記載に該当する場合は、当該保有者の株券等

保有割合（金融商品取引法第27条の23第4項に定義される「株券等保有割合」を意

味します。この場合、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に定義さ

れる「保有株券等の数」を意味します。）も計算上考慮されるものとします。）

(ii) 特定株主グループが注1の(ii)の記載に該当する場合は、当該買付け等を行

う者およびその特別関係者の株券等所有割合（金融商品取引法第27条の2第8項に

定義される「株券等所有割合」を意味します。）の合計

（注3） 金融商品取引法第27条の2第1項または第27条の23第1項に定義される「株

券等」を意味します。
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貸借対照表

－ 28 －

貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

地 上 権

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

貸 倒 引 当 金

28,451

2,900

1

40

15,921

171

16

261

2,160

5,454

1,450

99

△26

17,959

7,017

5,026

11

874

569

535

1,921

1,183

20

684

19

13

9,020

163

2,200

431

476

5,752

△4

流 動 負 債 18,188

買 掛 金 6,951

短 期 借 入 金 800

１年内返済予定の長期借入金 2,176

未 払 金 2,718

未 払 費 用 46

未 払 法 人 税 等 1,668

前 受 金 13

預 り 金 166

賞 与 引 当 金 1,428

債務保証損失引当金 1,736

そ の 他 482

固 定 負 債 3,425

長 期 借 入 金 3,332

役員退職慰労引当金 87

そ の 他 6

負 債 合 計 21,614

（純資産の部）  

株 主 資 本 24,804

資 本 金 3,030

資 本 剰 余 金 4,095

資 本 準 備 金 4,095

利 益 剰 余 金 18,588

利 益 準 備 金 31

その他利益剰余金 18,557

繰 越 利 益 剰 余 金 18,557

自 己 株 式 △909

評価・換算差額等 △7

その他有価証券評価差額金 △1

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6

純 資 産 合 計 24,796

資 産 合 計 46,410 負 債 純 資 産 合 計 46,410
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損益計算書
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損　益　計　算　書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高     78,657

売 上 原 価     38,238

売 上 総 利 益     40,419

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     34,627

営 業 利 益     5,792

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 7     

為 替 差 益 31     　

仕 入 割 引 33     

関 係 会 社 業 務 受 託 料 71     

そ の 他 163 307

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 133     

そ の 他 22 156

経 常 利 益     5,943

特 別 利 益     　     　

主要株主株式短期売買利益返還益 138 138

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 117     

減 損 損 失 530     

関 係 会 社 株 式 評 価 損 100     　

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,736 2,485

税 引 前 当 期 純 利 益     3,596

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,484     

法 人 税 等 調 整 額 △898 1,585

当 期 純 利 益     2,011
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株主資本等変動計算書
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）　　　　

項 目

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金 その他利益剰余金

平成21年３月31日　残高 3,030 4,095 31 17,601 △909 23,848

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当    △1,055  △1,055

当 期 純 利 益    2,011  2,011

自 己 株 式 の 取 得     △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

      

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 956 △0 956

平成22年３月31日　残高 3,030 4,095 31 18,557 △909 24,804

項 目

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ﾍｯｼﾞ損益
　

平成21年３月31日　残高 ― 17　 23,865

事 業 年 度 中 の 変 動 額  　  

剰 余 金 の 配 当  　 △1,055

当 期 純 利 益  　 2,011

自 己 株 式 の 取 得  　 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1 △23　 △25

事業年度中の変動額合計 △1 △23　 930

平成22年３月31日　残高 △1 △6　 24,796
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個別注記表

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　

２．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 …………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの ……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法

②　デリバティブ取引により生ずる正

味の債権（及び債務）の評価基準

及び評価方法

　

 

時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品 …………………………… 総平均法

貯蔵品 ………………………… 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 …………………… ・リース資産以外の有形固定資産

　　建物（建物附属設備は除く）

　　・平成19年３月31日以前に取得したもの

　　　　旧定額法によっております。

　　・平成19年４月１日以降に取得したもの

　　　　定額法によっております。

　　建物以外

　　・平成19年３月31日以前に取得したもの

　　　　旧定率法によっております。

　　・平成19年４月１日以降に取得したもの

　　　　定率法によっております。

②　無形固定資産 …………………… ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法、それ以外の無形固定資産につ

いては定額法によっております。

③　長期前払費用 …………………… 定額法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。
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②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に対応した支給見積相当額を計上してお

ります。

③　債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、

損失負担見積額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要支給見積額を計上して

おります。

  なお、平成19年６月25日開催の第18回定時株主総会において退職慰労金制度の廃止及び

同日までの在任期間に対する退職慰労金を各取締役それぞれの退任の際に支給することが

決議されたことにより、同日以降の役員退職慰労引当金計上を行っておりません。

(4) ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっております。また、振当処理の要件を満たしている為替予

約については振当処理、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては特例処理に

よっております。

(5) 消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

　

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,798百万円

(2) 有形固定資産の減損損失累計額 　減価償却累計額に含めて表示しております。

(3) 関係会社に対する債権債務 　

　　　関係会社に対する短期金銭債権 1,558百万円

　　　関係会社に対する短期金銭債務 26百万円

　

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

仕入高 414百万円

営業費用 0百万円

　

営業取引以外の取引高　

営業外収益 83百万円

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 591,970株
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産     

役員退職慰労引当金否認 35百万円

一括償却資産損金算入限度超過額 37百万円

未払事業税否認 137百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 347百万円

減損損失 464百万円

商品評価損 361百万円

サンプル商品評価損 96百万円

債務保証損失引当金否認　 706百万円

その他 495百万円

繰延税金資産小計 2,683百万円

評価性引当額　 △35百万円

繰延税金資産合計　 2,647百万円

繰延税金負債　     

その他有価証券評価差額金　 △1百万円

繰延ヘッジ損益　 △8百万円

繰延税金負債合計　 △10百万円

繰延税金資産の純額　 2,637百万円

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、商品盗難防止ゲート等についてはリース契約により

使用しております。

　

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

属性
会社等
の名称

資本金
又は出
資 金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有（被
所有）
割 合
（％）

関 係 内 容

取引の
内容

取引金額
(百万円)
(注)1

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関係
会社

㈱ﾍﾟﾚﾆ
ｱﾙﾕﾅｲﾃ
ｯﾄﾞｱﾛｰ
ｽﾞ

 100

女性向
け衣料
品及び
身の回
り品の
企画及
び小売

所有直
接
100.0

役員の
兼任３
名

債 務
保 証

販売代
行手数
料
(注)2

34
未収入
金

30

関係
会社

㈱コーエ
ン

 100

衣料品
及び身
の回り
品の小
売

所有直
接
100.0

役員の
兼任３
名

―

資金の
貸 付
(注)3
利息の
受 取
(注)3

1,450
　
6

短期貸
付 金

　

1,450
　

 (注)1.取引金額には消費税等を含めておりません。

 　　2.販売代行手数料については、市場実勢を勘案して当社が希望料率を提示し、交渉の上決定

しております。
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　　 3.㈱コーエンに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。なお、担保は受け入れておりません。

　

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 587円48銭

１株当たり当期純利益 47円65銭

　

10．重要な後発事象

　　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

29,069

4,173

308

16,712

191

5,809

1,565

351

△42

17,094

7,502

5,458

569

540

933

2,182

159

2,022

7,409

163

6,285

499

464

△4

流 動 負 債 19,406

支払手形及び買掛金 7,670

短 期 借 入 金 2,240

１年内返済予定の長期借入金 2,176

未 払 金 2,952

未 払 法 人 税 等 1,731

賞 与 引 当 金 1,495

店舗閉鎖損失引当金 418

そ の 他 720

固 定 負 債 3,429

長 期 借 入 金 3,332

役員退職慰労引当金 91

そ の 他 6

負 債 合 計 22,835

（純資産の部）  

株 主 資 本 23,335

資 本 金 3,030

資 本 剰 余 金 4,095

利 益 剰 余 金 17,119

自 己 株 式 △909

評価・換算差額等 △7

その他有価証券評価差額金 △1

繰延ヘッジ損益　 　△6

純 資 産 合 計 23,327

資 産 合 計 46,163 負 債 純 資 産 合 計 46,163
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高     83,504

売 上 原 価     40,639

売 上 総 利 益     42,865

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     37,922

営 業 利 益     4,942

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 2     

為 替 差 益 34     　

賃 貸 収 入 9     

仕 入 割 引 33     

そ の 他 181 261

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 143     

賃 貸 費 用 6     

支 払 手 数 料 1     

そ の 他 15 166

経 常 利 益     5,037

特 別 利 益     　     　

主要株主株式短期売買利益返還益 138 138

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 149     

減 損 損 失 758     

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 418 1,326

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     3,849

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,672     

法 人 税 等 調 整 額 △227 2,445

当 期 純 利 益     1,403
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 3,030 4,095 16,771 △909 22,987

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △1,055  △1,055

当 期 純 利 益   1,403  1,403

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 348 △0 348

平成22年３月31日　残高 3,030 4,095 17,119 △909 23,335

項 目
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券評
価 差 額 金

繰延ヘッジ損益

平成21年３月31日　残高 ― 17　 23,004

連結会計年度中の変動額  　  

剰 余 金 の 配 当  　 △1,055

当 期 純 利 益  　 1,403

自 己 株 式 の 取 得  　 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△1 △23　 △25

連結会計年度中の変動額合計 △1 △23　 323

平成22年３月31日　残高 △1 △6　 23,327
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連結注記表

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 ㈱フィーゴ

㈱ペレニアルユナイテッドアローズ

㈱コーエン

　なお、㈱ペレニアルユナイテッドアローズについては、平成22年４月23日開催の臨時取締

役会において解散を決議し、清算手続きに入っております。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社の名称等

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち㈱ペレニアルユナイテッドアローズと㈱コーエンの決算日は、１月31日

であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりま

す。ただし、２月１日から３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(a) 有価証券の評価基準及び評価方

法

　その他有価証券　

　　時価のあるもの

決算時末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定）　

　　時価のないもの

移動平均法による原価法

(b) デリバティブ取引により生ずる

債権（及び債務）の評価基準及

び評価方法

　

　

　時価法

(c) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

商品 …………………………… 総平均法

貯蔵品 ………………………… 最終仕入原価法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 …………………… ・リース資産以外の有形固定資産

　　建物（建物附属設備は除く）

　　・平成19年３月31日以前に取得したもの

　　　　旧定額法によっております。

　　・平成19年４月１日以降に取得したもの

　　　　定額法によっております。

　　建物以外

　　・平成19年３月31日以前に取得したもの

　　　　旧定率法によっております。

　　・平成19年４月１日以降に取得したもの

　　　　定率法によっております。

無形固定資産 …………………… ソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）による定額法、それ以外の無形固定資産につ

いては定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

(a) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(b) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給対象期間に対応した支給見積相当額を計上して

おります。
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(c) 店舗閉鎖損失引当金

　店舗閉店に伴い発生する損失に備えるため、店舗閉店により合理的に見込まれる中途

解約違約金等の閉店関連損失見込額を計上しております。

(d) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく連結会計年度末要支給見積

額を計上しております。

　なお、平成19年６月25日開催の第18回定時株主総会において退職慰労金制度の廃止及

び同日までの在任期間に対する退職慰労金を各取締役それぞれの退任の際に支給するこ

とが決議されたことにより、同日以降の役員退職慰労引当金計上を行っておりません。

④　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっております。また、振当処理の要件を満たしている為替

予約については振当処理、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては特例処

理によっております。

⑤　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

(6) のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

　

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,297百万円

(2) 有形固定資産の減損損失累計額 　減価償却累計額に含めて表示しております。

　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 42,800,000 ―     ― 42,800,000
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(2) 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 591,871 99 ― 591,970

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加99株は、単元未満株式の買取りによる増加99株による

ものであります。

　

(3) 新株予約権等に関する事項

会 社 名 内 訳
目的となる
株式の種類

目 的 と な る 株 式 の 数 （ 株 ）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前 連 結
会計年度末

増 加 減 少
当 連 結
会計年度末

提出会社
平 成 1 5 年
新株予約権

普通株式 514,400 ― ― 514,400 ―

合 計 514,400 ― ― 514,400 ―

（注）目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

　

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通株式 633 15 平成21年３月31日 平成21年６月24日

平成21年11月５日
取 締 役 会

普通株式 422 10 平成21年９月30日 平成21年12月７日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　　　平成22年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
( 百 万 円 )

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成22年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 759 18 平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

５．金融商品に関する注記　

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、紳士服・婦人服等の衣料品並びに関連商品の企画・仕入及び販売等を

行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一

時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調
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達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有

価証券は、取引先企業との業務または資本提携等に関する株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。不動産賃借等物件に係る敷金及び保証金は、差入先・預託先の経済

的破綻等によりその一部または全額が回収できないリスクがあります。当該リスクに関して

は、所定の管理マニュアルに従い、定期的に差入先・預託先の財政状態を把握する体制とし

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されてお

ります。　　

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で４年後であります。このうち一部

は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を

目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(a) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の

債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の

貸借対照表価額により表されています。

(b) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、為替相場の状況により、輸入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれ

る外貨建営業債務に対する先物為替予約を行っております。また、当社は、借入金に係る支

払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ取引管理

規程に基づき、これに従い財務経理部が取引を行い、財務経理部において記帳及び契約先と
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残高照合等を行っております。月次の取引実績は、財務経理部所管の役員及び経営会議に報

告しております。

(c) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するこ

となどにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、

「(2)金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につい

ては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません（（注）２参照）。

　
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1) 現金及び預金 4,173 4,173 ―

(2) 受取手形及び売掛金 308 308 ―

(3) 未収入金 5,809 5,809 ―

(4）差入保証金　 6,285 5,547 738

(5) 投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 159 159 ―

資産計 16,737 15,998 738

(6) 支払手形及び買掛金 7,670 7,670 ―

(7) 短期借入金 2,240 2,240 ―

(8) 未払金 2,952 2,952 ―

(9) 未払法人税等 1,731 1,731 ―

(10) 長期借入金 5,508 5,508 ―

負債計 20,102 20,102 ―

(11) デリバティブ取引

(※)
　 　 　

①ヘッジ会計が適用されているもの (10) (44) 33

　　デリバティブ取引計 （10) （44) 33

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（　　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、 (2) 受取手形及び売掛金、(3) 未収入金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4) 差入保証金

一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債等の利回り等適切な

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照

表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

　

　 種類
取得原価

（百万円）

連結貸借対照表計

上額（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 25 29 3

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 136 130 △6

合　計 162 159 △2

　

(6) 支払手形及び買掛金、(7) 短期借入金、(8) 未払金、(9) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(10) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

(11) デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの：　該当するものはありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの　：　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約におい

て定められた元本相当額等は、次のとおりであります。
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ﾍｯｼﾞ会計の

方法

ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ

取引の種類等

主なﾍｯｼﾞ

対象

契約額等

(百万円)

　 時価

(百万円)

当該時価の

算定方法うち１年超

金利ｽﾜｯﾌﾟ

の特例処理

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引

　支払固定

・受取変動

長期借入金 　　　2,200 　　　1,400 　　　△33

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ている。

為替予約等

の振当処理

為替予約取引

　買建

　米ドル

買掛金 　　　1,000 　　　　― 　　　△10

先物為替相

場によって

いる。

合　計 　　　3,200 　　　1,400 　　　△44 　

　

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 4

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

るため、(5)投資有価証券には含めておりません。

　

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

現金及び預金 4,173

受取手形及び売掛金 308

未収入金 5,809

　

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

長期借入金 2,176 3,332

　

(追加情報)

当連結会計年度から平成20年３月10日改正の「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　企業会計基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準

委員会　企業会計基準適用指針第19号）を適用しております。
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６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 552円68銭

１株当たり当期純利益 33円26銭

　

７．重要な後発事象

　　該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月17日 

 株式会社　ユナイテッドアローズ  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 川 正 行 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 塚 　 亨 
 

 　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

ユナイテッドアローズの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

の第２１期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月17日 

 株式会社　ユナイテッドアローズ  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 川 正 行 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 塚 　 亨 
 

 　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ユナイ

テッドアローズの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計

算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ユナイテッドアローズ及び

連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第21期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。事業報告に記載されている会社

法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、

取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を

加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認

められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第

３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株

主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

　

 

 平成22年５月19日  

 株式会社ユナイテッドアローズ　監査役会  

 

常勤監査役(社外監査役) 酒　井　由香里 

監　査　役(社外監査役) 山　川　善　之 

監　査　役(社外監査役) 橋　岡　宏　成 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　第21期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業

展開等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき普通配当15円に、当社創業20周年記念配当３円

　を加え、合計18円（中間配当10円を含め年間配当28円）といたしたいと

　存じます。

　なお、この場合の配当総額は759,744,540円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成22年６月28日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

該当事項はありません。
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第２号議案　取締役６名選任の件

　当社取締役の重松理、岩城哲哉、加藤英毅、小泉正己の４氏は本総会終結の時

をもって任期満了となりますので、あらためて取締役４名の選任をお願いするも

のであります。

また、当社の経営体制の強化を図るとともに、更なる事業の発展を期すため、

新たに取締役を２名増員することとし、竹田光広および藤澤光徳の両氏の選任を

お願いするものであります。

　合計６名の取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

１
重 松 　 理

(昭和24年12月４日生)

平成元年10月　当社設立　代表取締役社長就任

平成16年６月　当社代表取締役会長

平成21年４月　当社代表取締役　社長執行役員

（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社フィーゴ代表取締役会長

株式会社ペレニアルユナイテッドアローズ代表

取締役会長　兼　社長

4,113,600株

２
岩 城 哲 哉

(昭和28年10月３日生)

平成元年10月　当社専務取締役　開発部　部長

平成15年４月　当社取締役副社長

平成16年６月　当社代表取締役社長　ＵＡ本部

本部長

平成16年８月　当社代表取締役社長

平成21年４月　当社代表取締役　副社長執行役

員（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社コーエン代表取締役会長

2,128,400株
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

３
加 藤 英 毅

(昭和30年10月31日生)

平成18年８月　当社入社　顧問

平成19年７月　当社常務取締役　経営開発本部

本部長

平成20年７月　当社取締役　常務執行役員　

　　　　　　　経営開発本部　本部長

平成21年４月　当社取締役　常務執行役員　

　　　　　　　経営企画室　兼　計画管理室　

担当（現任）

25,600株

４
小 泉 正 己

(昭和36年７月20日生)

平成７年７月　当社入社

平成12年４月　当社財務部　部長

平成13年３月　株式会社プロスタッフ設立　

　　　　　　　取締役

平成16年12月　株式会社ネットプライス　

　　　　　　　監査役

平成18年６月　当社取締役

平成19年７月　当社取締役　管理本部　本部長

兼　財務経理部　部長

平成20年４月　当社取締役　管理本部　本部長

平成20年７月　当社取締役　常務執行役員　

　　　　　　　管理本部　本部長（現任）

30,400株
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取締役選任議案

－ 54 －

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

５
竹 田 光 広

(昭和38年４月13日生)

昭和61年４月　兼松江商株式会社（現兼松繊維

株式会社）入社

平成16年４月　兼松繊維株式会社　欧米輸入製

品部　部長

平成17年９月　当社入社

平成17年10月　当社ブランドビジネス部　部長

平成18年７月　当社ブランドビジネス本部　本

部長　兼　ブランドビジネス部

部長

平成20年４月　当社事業開発本部　本部長

平成20年７月　当社上席執行役員　事業開発本

部　本部長

平成22年４月　当社上席執行役員　第一事業統

括本部　統括本部長　

　　　　　　　兼　ＢＢ本部　本部長（現任）

2,900株

６
藤 澤 光 徳

(昭和41年６月５日生)

平成２年３月　当社入社

平成12年11月　当社ＧＬＲ部　部長

平成17年10月　当社ＧＬＲ本部　本部長　

平成20年７月　当社上席執行役員　ＧＬＲ本部

本部長

平成22年４月　当社上席執行役員　第二事業統

括本部　統括本部長　

　　　　　　　兼　ＧＬＲ本部　本部長(現任)

16,000株

（注） １．取締役候補者重松理氏は、株式会社フィーゴおよび株式会社ペレニアルユナイテッ

ドアローズの代表取締役を兼務しており、当社は両社との間にそれぞれ、商品売買

取引および業務委託取引の関係があります。

２．取締役候補者岩城哲哉氏は、株式会社コーエンの代表取締役を兼務しており、当社

は同社との間に、商品売買取引および業務委託取引の関係があります。

３．その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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地図

第21回定時株主総会会場案内図
　

会場　セルリアンタワー東急ホテル
地下２階　ボールルーム
東京都渋谷区桜丘町26番１号
電話（03）3476－3000
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ターミナル

山手線
埼京線

東横線

地下鉄銀座線

半蔵門線

田園都市線

京王渋谷駅

品
川
方
面

セルリアンタワー
東急ホテル

246

首都高速３号線首都高速３号線

副都心線

　
●電車：東急東横線・田園都市線、京王井の頭線、ＪＲ山手線・埼京線

地下鉄銀座線・半蔵門線・副都心線の渋谷駅より徒歩５分

※　駐車場の数に限りがございますので、公共交通機関をご利用ください。

　

<懇親会開催のご案内>
株主の皆様にご参集いただける折角の機会でございますので、同総会終了
後、懇親会を開催する予定でございます。つきましては、ご多忙とは存じ
ますが、ぜひご参加賜りますようご案内かたがたお願い申しあげます。




